
平成３０年度当初予算　復活見積調書（部長）　 環境経済部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 環境課 環境対策費
ハス群落再生の実証
実験

ハス群落再生に向けた実証実験と
して、平成29年度末に実施したハス
の地下茎の移植実験より、ハスの
地下茎の活着状況をモニタリングを
行い活着の可否を検証します。ま
た、ハス群落消滅よりおおよそ1年
が経過し、赤野井湾の生育環境が
どのように変化しているのかを調査
し、現状の環境でハスの生育が可
能であるのかを明らかにします。

Ｈ30年4月　契約締結
Ｈ30年5月　生育環境調査
Ｈ30年8月　モニタリング調査、残存
ハス群落生育状況調査

2,301 1,535 0 0 2,301 766 1,535 2,301 766 1,535

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

2 環境課 環境対策費
風力発電施設維持管
理事業

風力発電施設「くさつ夢風車」は、
草津市環境基本計画に掲げる「環
境文化」のシンボルとして、また草
津市立水生植物公園みずの森の
自家発電施設として、平成13年7月
より稼働しています。再生可能エネ
ルギーの普及・啓発を図るために、
施設の適切な維持管理業務を行う
とともに、必要に応じて視察の受け
入れを行います。
　また、平成30年6月末をもって補
助金上の耐用年数を迎えることか
ら、適切に解体工事を行います。

Ｈ30年4月～11月　維持管理・保安
業務
Ｈ30年4月～　8月　解体工事実施
設計業務
Ｈ30年8月～Ｈ31年3月　解体工事
施工監理業務
Ｈ30年9月～11月　解体工事（電
気）
Ｈ30年11月～Ｈ31年3月　解体工事
（建築）

146,335 137,728 12,661 4,054 136,497 2,508 133,989 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

3 環境課 環境対策費
自然環境保全地区助
成金

自然環境保全地区の維持管理に
多額の費用を要する場合に、5年度
間の助成金を計画的に執行いただ
けるよう助成制度を見直し、必要な
維持管理が適正に行われるよう支
援します。

H30年4月～ 自然環境保全地区助
成金交付要綱の施行

708 708 708 708 513 513 513 0

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

4
商工観光労
政課

商工業振興対策
費

商工会議所　一般事
業補助金（経済動向調
査）

　本調査により、もっとも身近な商
圏である草津市の現状を把握し、
滋賀県や全国の状況と比較するこ
とにより、当地域ならではの経済特
性を把握することができます。
　これにより、現在経営を行う事業
者がミクロの経済状況を肌で感じ、
今後の経営の指針とすることがで
きるとともに、創業・事業承継を考
えている者にとっても、事業計画策
定に役立てることができます。
　また、本市においても、工業振興
計画を策定する際の基礎資料とし
ての活用などを想定しております。
　このように、本調査は地域経済の
基盤である商工業を振興していく上
で、あらゆる主体にとって有益な
データになると考えております。
　草津商工会議所は、本調査を平
成28年度から実施していますが、
経年データとしての蓄積や分析が
必要であることから、継続実施が不
可欠であり、今後も本調査のデータ
を外部に発信しながら、行政と商工
会議所が本市の商工業を支える両
輪となって、草津ならでは取組を展
開していくために、支援するもので
す。

年に2回（6月および12月）、調査委
託企業と協力しアンケートの作成、
調査、分析を行います。

1,260 1,260 0 0 1,260 1,260 420 420

部長間調整により、
事業内容の修正を
行い、必要額を措置
しました。

5
商工観光労
政課

商工業振興対策
費

飲食店と連携した取組
強化事業

　有名シェフの絶妙な味付けで料理
された、草津産の野菜を食すること
で、草津の農水産品を知ってもら
い、また、食への興味を持つこと
で、農水産品の売上げを増やして、
地域の活性化につなげるだけでな
く、有害な添加物等がなく、バラン
スの取れた健全な食生活につな
げ、食の面での健幸都市の推進を
図ります。
　また、市内のホテルやクッキング
スクール、立命館大学食マネジメン
ト学部などと連携し、産学公民との
協働によるまちづくりを展開します。

9月・・有名料理人による健康メ
ニュー創作イベント（健幸フェアと同
時開催）
10月・・くさつバルとの連携

1,170 1,170 0 0 1,170 1,170 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
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6
商工観光労
政課

観光振興費 ビワイチ観光推進事業

　自転車によるびわ湖一周「ビワイ
チ」をはじめ、県内各地を自転車で
巡るため、気軽に自転車を利用で
きる環境、安全・安心・適正に自転
車を利用する環境、観光資源の魅
力向上および、これらを総合的に発
信する情報提供環境の整備が進
み、滋賀を気軽に自転車で観光す
る文化が浸透することにより、交流
人口や宿泊客数の増加、地域経済
の活性化へ寄与している姿を目指
します。

サイクリストの受入環境の整備や
サイクルイベント等を実施します。

10,000 5,000 4,000 2,000 6,000 3,000 3,000 6,000 3,000 3,000

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

7
商工観光労
政課

観光振興費
ヘルスツーリズム実証
事業

　市の総合政策として健幸都市づく
りを進める中、健幸都市基本計画
に基づく「しごとの健幸づくり」の一
環として、「健幸」を意識しながら、
健康、スポーツ、観光、体験、医療・
福祉、地産地消、特産物など本市
の地域資源を用いた「草津市版ヘ
ルスツーリズム」を推進することに
より、健康の増進と合わせて交流
人口の拡大と経済の活性化を目指
します。

夏季や秋季にプレス向け2回、一般
向け2回の計4回モニターツアーを
行います。

4,000 2,000 0 0 4,000 2,000 2,000 4,000 2,000 2,000

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

8
商工観光労
政課

観光振興費
地域観光資源発掘事
業（ヨシ松明まつり事
業支援）

  烏丸半島は、周囲を琵琶湖に囲
まれたロケーションと、地域の取り
組み等を活かし、本市における重
要な観光拠点となっております。
　中でも、夏のヨシ松明まつりにつ
いては、地域資源であるヨシを活用
したイベントであり、ヨシ松明ととも
にフィナーレを飾る花火は、市制60
周年記念として演出して以降、本市
を代表する花火大会としても定着し
つつあります。
　また、同じく地域の観光資源であ
るハスについても、群生ハスの再
生に向けた試験的な取組を支援す
るとともに、「ヨシ＆ハス」を合わせ
てＰＲすることにより、琵琶湖の生
態系や環境への関心を市内外の
方々に深めてもらうことに加え、群
生ハスの影響で落ち込んだ夏の観
光誘客への起爆剤ともなるよう観
光物産協会を通じて支援をします。

7月28日実施予定 2,500 2,500 0 0 2,500 2,500 2,500 2,500

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

9
商工観光労
政課

観光振興費
観光物産協会独立関
連事業

　観光物産協会の事務局を市商工
観光労政課が務めており、市と観
光物産協会の二重構造について、
平成22年度の事務事業仕分けをは
じめとして、近年の事務事業点検で
も指摘を受けてきています。
　そのため、平成28年度から観光
物産協会に人件費補助を行ってプ
ロパー職員を1名雇用し、平成29年
度からは、民間のノウハウを生かす
ため、事務局業務の一部を「びわこ
経営教育研究所」に委託して、マ
ネージャーと観光プランナーの2名
を配置しています。
　今後も協会の体制強化と市から
の完全な独立を目指して、プロパー
職員の増員や委託から常勤雇用へ
の切り替えを進めます。

平成30年度・・プロパー職員3名、
運営管理委託　（市からの独立）
平成31年度・・プロパー職員3名、
運営管理委託
平成32年度・・プロパー職員4名
（委託からプロパーへの切り替え）

12,243 12,243 0 0 12,243 12,243 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

10
商工観光労
政課

雇用促進対策費
湖南就労サポートセン
ター

　就労支援を行っている既存の組
織では支援しきれていない求職者
を支援する体制を整えることができ
ます。

4月より実施予定 2,883 2,883 0 0 2,883 2,883 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。
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11
商工観光労
政課

工業振興推進費 健康経営推進事業    

健康経営は「従業員の健康保持・
増進の取組が、将来的に収益性を
高める投資であるとの考えのもと、
健康管理を経営的視点から考え、
戦略的に実施すること」であり、草
津市の企業の従業員の健康状態
の維持と企業の生産性をあげ、さら
には市内の産業活性化に繋がるよ
う、従業員の健康増進・疾病予防に
取り組んでもらえる取組を行いま
す。

①広報誌掲載　12回／年
②健康経営シンポジウムおよびセミ
ナー　4回

2,760 2,760 0 0 2,760 2,760 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

12
商工観光労
政課

工業振興推進費
さくらサイエンスプラン
事業

　国立研究開発法人　科学技術振
興機構（JST）が実施する、「さくら
サイエンスプラン」は産学官の連携
により、未来を担う優秀なアジア地
域の青少年が日本を短期に訪問
し、日本の最先端の科学技術への
関心を高め、日本の大学・研究機
関や企業が必要とする海外からの
優秀な人材の育成を進め、アジア
地域と日本の科学技術の発展に貢
献することを目的としております。
　この「さくらサイエンスプラン」の支
援金を利用し、草津市に優秀な海
外の高校生を呼び込み、草津の企
業の先進技術や環境等をＰＲし、草
津の企業への就職や草津の企業
の現地法人の幹部として就職して
もらう等の取組を行います。

4月～2月中旬…各関係団体と調整
2月中旬～3月中旬…交流計画を
実施

3,970 501 0 3,970 3,469 501 0 0

部長間調整により、
他事業との優先度、
課題整理の状況か
ら、措置しませんでし
た。

13 農林水産課 農業振興対策費
野菜残さ等の液肥化・
利活用実証実験事業
費補助金

市域の農産物生産現場から発生す
る野菜残さと琵琶湖の水草を活用
して液肥を生成し、地域内農地での
活用が可能であるかを検証するた
めの実証実験を支援します。

〈平成29年度〉
液肥生成施設の整備、液肥生成試
験、液肥性能試験、ほ場試験
〈平成30年度〉
液肥生成試験、液肥性能試験、ほ
場試験、効果検証・評価

13,900 13,900 0 0 13,900 13,900 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

14 農林水産課 水田営農推進費
生産数量目標達成推
進事業

米の需給調整の実効性を図るため
に、集落が生産数量目標の達成に
向け取組み、集落内の農業者全員
が目標達成したことを条件に、需給
調整面積に応じて、補助金を交付
します。

・各生産組合からの交付申請書等
の取りまとめ
・作物ごとの集計・整理
・交付金額の計算

4,808 4,808 0 0 4,808 4,808 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

15 農林水産課 水田営農推進費
野菜生産拡大推進事
業補助金

米の需給調整に伴う不作付地の増
加防止や解消を目的とし、併せて
高収益作物への転換を促すもので
す。集落機能を活用し地域で取組
むことで、農地の保全と、高収益作
物への転換による地域活性化の効
果が期待できます。

・各生産組合からの交付申請書等
の取りまとめ
・作物ごとの集計・整理
・交付金額の計算

700 700 0 0 700 700 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

16 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

農村まるごと保全向上
広域化推進事業

個別地域で行っているまるごと事業
について広域化で行われることに
より、本市農村地域の活性化が図
れる事業となる事、及び現在組ん
でいる地域における事務の軽減を
図り、継続した取り組みとなるよう
に支援を行います。

・委託契約
・事業未実施地域への説明会(個
別)の開催、地元意向取りまとめ
・既存取組み組織への説明会(個
別)の開催、組織意向取りまとめ
・完了報告、検査

2,000 2,000 0 0 180 180 180 180

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

17 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

馬場山寺基盤整備事
業費

馬場山寺地域の未整備田におい
て、農地の基盤整備（ほ場整備）事
業を実施します。区画の拡大と集
積による生産性の向上、担い手農
家への農地集積による経営規模拡
大が図られ、地域農業の振興と優
良農地の確保・保全に繋がります。

H30事業調査、用地境界測量
H31事業調査、用地境界測量、
　　　換地等調査、改良区設立支援
H32採択申請書策定、土地改良区
　　　支援、経営体育成方針作成
H33県営事業として開始

46,183 43,165 0 0 46,183 3,018 43,165 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。
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18 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

市団体営整備地区施
設管理体制整備事業

市域全域の農業施設等を一体的に
管理し、県営土地改良施設の管理
と同等となるよう、市営整備地区の
施設管理を草津用水土地改良区に
委託を行います。
これにより、窓口の一元化が図れ、
地域農業者が安心して農業を行う
事に対する支援を行います。

・委託契約
・用水施設点検、軽微な補修
・地域農業者からの相談業務等
・完了報告、検査

0 0 0 0 1,820 1,820 1,820 1,820

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

19 農林水産課
下水道事業会計
操出金

農業集落排水施設管
渠維持管理費（下水道
事業会計繰入金）

市内の供用開始した6地区の農業
集落排水施設を公下水道へ接続し
効率的な下水道事業運営を図ると
共に、使用が終了する各施設の処
理場施設の跡地利用（財産処分）
を実施する事業に対する繰入金で
す。

H30対策実施設計(志那②）
　　　対策工事(志那①・下物・片岡）
　　　処理施設財産処分申請書
　　　作成(北山田)
H31漏水対策工事(志那地区②）

26,150 26,150 0 0 40,882 40,882 40,882 40,882

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

20 農林水産課
土地改良事業推
進対策費

県営かんがい排水事
業

県営かんがい排水事業（草津用水
地区）に要する事業費一部（事業費
の12.5%）を草津市が負担します。

H28年度　　2期地区事業採択区
H29年度  　基本設計・実施設計
                更新工事
H30年度～ 実施設計・更新工事
H34年度完了　目標

129,875 30,775 123,750 34,650 -6,250 -4,500 -1,750 -6,250 -4,500 -1,750

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

21 ごみ減量推進課

ごみステーション
新設改修費補助
金

ごみステーション新設
改修費補助金

　これまでは、地域の環境や景観を
意識し、町内会が設置する集積庫
に対する補助事業を実施してきた
が、近年、集積庫の所有者である
町内会と町内会未加入者との集積
庫およびステーションの利用に係る
トラブルが頻繁に発生しており、調
停となったケースもあるため、ごみ
ステーションの管理は町内会で行っ
ていただきつつ、集積庫を町内会
未加入者にも利用できるよう町内
会に働きかける必要があります。
　このためには、集積庫設置に係る
町内会の費用負担を少しでも軽減
することが重要です。

4月　要綱改正・施行 2,200 2,200 2,200 2,200 0 0 0 0

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。(単価の嵩上げ
新設5万→10万）

22 ごみ減量推進課 ごみ収集費 破砕ごみ類収集運搬業務

　先般、「破砕ごみ類の日」にカセッ
トガスボンベ等が混入していたこと
により、パッカー車が全焼、隣接す
る市の公園の設備に延焼する火災
が発生しました。「安全・安心」に収
集運搬をするため、収集方法を箱
型車（ダンプ）での収集に変更し、
火災の予防に努めます。
　また、危険物（発火の恐れがある
もの）について、他市において「危
険物」の収集区分を設けたところ、
パッカー車火災がなくなった事例も
あることから、分別区分についても
見直し検討を行う必要があるため、
一般廃棄物処理基本計画見直しを
併せて行います。

平成30年4月～　箱型車（ダンプ）で
破砕ごみの収集開始

平成30年度
ごみ量等把握、現行評価、市民ア
ンケート調査立案
発生量・処理量予測、理念、基本方
針、目標値等検討
減量化・再生利用促進方策検討

平成31年度　審議会諮問・答申等
運営
基本計画素案・原案の作成・修正
基本計画本編印刷製本、基本計画
概要版印刷製本

24,301 24,301 24,094 24,094 15,654 15,654 8,379 8,379

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

23 ごみ減量推進課 ごみ収集費
災害廃棄物処理基本
計画策定業務

　廃棄物処理法第22条に規定され
る国庫補助等を適正に受けるため
には初動段階から災害廃棄物の分
別や処理方法について明確に位置
づけ、その記録を適切に残す必要
があります。
　危機管理課で今後設置を予定し
ているマンホールトイレについても
計画に位置付け、適正な配置とな
るよう進めます。

4月　入札
5月　契約
11月　統括副部長会議、部長会議
1月　　パブリックコメント
3月　　完成

5,681 5,681 0 0 5,681 5,681 5,681 5,681

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

24 ごみ減量推進課
ごみ減量化対策
推進費

事業系廃棄物減量推
進業務

　草津市の4割を占める事業系一
般廃棄物を、平成20年度比で平成
33年度に20％削減するという目標
のため、市内の事業を訪問し、廃棄
物の現状ヒアリング、減量推進指導
を行います。

4月　事業所訪問にかかる
　　　 年間計画の作成
4月～3月　事業所訪問

2,133 2,133 1,993 1,993 140 140 140 140

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。
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■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

当初
見積額

内示額
復活

見積額
査定額

財　　　源　　　内　　　訳 査　　定
結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

25 ごみ減量推進課
ごみ減量化対策
推進費

3010運動＋関連経費

　宴会等で開始後30分と終了前10
分は離席せず食事を楽しむ運動で
ある3010運動を中心とした「食品ロ
ス削減」と「健康づくり」を事業者や
市民等に啓発します。
　主な事業の効果としては、次の3
つの側面で効果が期待できます。
①健康づくりの側面　②食品ロス削
減の側面　③市民意識醸成の側面

4～6月　　啓発物品・ポスター作成
7月～　　　事業者・飲食店訪問
　　　　　　　30箇所/月

372 187 0 0 364 181 183 364 181 183

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

26
廃棄物処理
施設建設室

クリーンセンター
管理運営事業費

くさつエコスタイルプラ
ザ事業【くさつエコスタ
イル推進センター事業
から名称変更】

　新クリーンセンターでは、一般廃
棄物を処理するだけではなく、啓発
施設（くさつエコスタイルプラザ）を
設け、ここを拠点として、市民、団
体、企業等と連携しながら各種啓
発事業を実施することで「第2次草
津市環境基本計画」の推進を図り
ます。

平成30年3月15日
 クリーンセンター更新整備工事　完
了
平成30年3月16日
　新クリーンセンター供用開始
平成30年3月17日
　新クリーンセンター竣工式典
平成30年4月1日
　新クリーンセンター啓発施設運用
開始

12,349 12,349 0 0 9,056 9,056 0 0

政策的な判断等を要
するため、市長査定
としました。

部合計 460,782 338,637 169,406 69,699 309,215 5,181 3,784 -4,500 5,977 298,773 66,930 5,181 766 -4,500 0 64,970

■参考：下水道事業会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

参考
1

農林水産課
農業集落排水施
設管渠維持管理
費

農業集落排水施設管
渠維持管理費（下水道
事業会計繰入金）

市内の供用開始した6地区の農業
集落排水施設を公下水道へ接続し
効率的な下水道事業運営を図ると
共に、使用が終了する各施設の処
理場施設の跡地利用（財産処分）
を実施する事業に対する繰入金で
す。

H30対策実施設計(志那②）
　　　対策工事(志那①・下物・片岡）
　　　処理施設財産処分申請書
　　　作成(北山田)
H31漏水対策工事(志那地区②）

26,150 26,150 0 0 40,882 40,882 0 40,882 40,882 0

部長間調整により、
事業内容を確認し、
必要額を措置しまし
た。

部合計 26,150 26,150 0 0 40,882 0 0 0 40,882 0 40,882 0 0 0 40,882 0

番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
査　　定
結　　果

当初
見積額

内示額
復活

見積額

財　　　源　　　内　　　訳
査定額

財　　　源　　　内　　　訳

5/5


